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・トラック輸送にとって、高速道路の利用は、ドライバーの拘束時間短縮等働き方改革の

実現、輸送時間の短縮及び定時性の確保等生産性の向上に不可欠なものであり、物流

効率化の推進に欠かせないものである。 

 

・２０１９年４月から働き方改革関連の法律が施行され、ドライバーに対する時間外労働

の上限規制（年９６０時間以内）が２０２４年４月から適用されることとなっており、行政・

荷主・トラック運送事業者など関係者が一体となって、長時間労働の削減に取り組んで

いる。その一環として、政府が策定した「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた

政府行動計画」においても、「運び方改革」と３Ａ（安全・安心・安定）労働の実現に向け

た８８施策のひとつとして「高速道路の有効活用」が掲げられている。 

 

・国民生活と経済のライフラインとしての機能を果たすため、トラック運送事業者は今後

も積極的に高速道路の利用促進を図りたいと考えている。 

１．トラック運送業界にとっての高速道路の重要性  
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２．中京圏の新たな高速道路料金について 

・名古屋高速道路は、均一料金制（※大型車両で名古屋線１，５４０円、尾北線（小牧・

一宮）７２０円）となっているが、ＮＥＸＣＯ管轄の高速道路と比較して、料金水準は割高

となっている。また、月間利用額に応じて割引が受けられる「ＥＴＣコーポレートカード割

引」については、ＮＥＸＣＯの大口・多頻度割引と比較して割引率が低く、契約者単位の

割引がない状況となっている。 

 

・首都圏や近畿圏と同様、三大都市圏である中京圏における都市高速の利用促進は、

域内の物流生産性向上及び長時間労働是正の要であり、ＥＴＣ利用を前提とした対距

離制へ移行するのであれば、物流を支えるトラック運送事業者の負担が増えないよう、

首都高速や阪神高速と同様に一定の上限料金の設定、事業用車両向けの大口・多頻

度割引に準ずる制度の創設を検討いただきたい。 
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・伊勢湾岸道路は、東名・名神のバイパス機能を持ち、東海環状自動車道の補完的役

割を果たすことで、名古屋市中心部における渋滞を緩和する機能を有している。また、

企業間物流においては、名古屋港や四日市港へのアクセスを担う国際物流道路であり、

セントレア（中部国際空港）と中部圏の主要都市をつなぐ重要な役割を果たしている。 

 

・当初は、全国プール制ではない独立採算としていたことから、通常の高速道路に比較

して高額となっており、特に一般国道自動車専用道路となっている東海ＩＣ～飛島ＩＣ（名

港トリトン）においては、料金水準が普通車１０８．１円／ｋｍとなっており、平成２６年度

の料金見直し時も海峡部等特別区間の基準料金として据え置きのままである。 

 

・ついては、利用促進を図るため、海峡部等特別区間の料金水準の低減、大口・多頻

度割引の適用や大型車２５０円、特大車３５０円となっている「連続利用割引」の拡充等

により負担を軽減していただきたい。 

 

・将来的には中京圏全体について、東名や名神と同様の割引制度を導入するなど、高

速道路料金の均一性を図っていただきたい。 
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・中京圏では、名神・新名神・東名・新東名・伊勢湾岸道路・名二環が名古屋高速道路

を中心に相互に連動し、東海環状自動車道の内側を経由する複雑なネットワークを

構成している。 

 

・圏内では約６割が自動車による移動であり、 首都圏、近畿圏と比較して多く、主要

都市の通勤・通学圏域は30～50km圏に及ぶことから、高速道路を使用した通勤利用

者も多い。この結果、通過交通よりも東海環状自動車道圏内の移動が多くを占めてい

る。 

 

・一方、東海環状自動車道は「愛知：豊田東ＪＣＴ - 関広見ＩＣ」「岐阜：大垣西ＩＣ - 養

老ＩＣ」「三重：大安ＩＣ - 新四日市ＪＣＴ」と３県各々で断続的な整備に留まっており、環

状道として有効なネットワークが整備されておらず、その結果、南北への交通分散化

が進んでいない。  

３．中京圏の道路ネットワーク整備について 
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・これにより、通過交通と通勤やレジャーが重なる時間帯・時期によっては、例えば、

養老ＪＣＴ以東では迂回分散ルートがなく、東西交通の要所である名神（岐阜羽島ＩＣ

～一宮ＩＣ）の流入が過多となった場合、東海北陸道との合流地点や名古屋高速道

路(一宮、小牧ＩＣ)との接続で慢性的な渋滞が発生している。 

 

・渋滞解消による交通事故の減少や環境改善、近い将来発生が予測される南海トラ

フ地震等の大規模災害時の防災ネットワークの確立、物流効率化による経済活動

の活性化につながるものであり、早期の道路整備の実現とミッシングリンクの解消を

促進していただきたい。 
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